
 

 

 

第 389 回三木市議会定例会提出議案の概要 

 

 第 389 回三木市議会定例会（令和 7年 8月 29 日開会）に提出する議案 23件（条

例関係 7件、補正予算関係 6件、決算の認定関係 7件、その他 3件）の概要は、次

のとおりです。 

 

1 条例関係 

 (1) 第45号議案 三木市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部を改正する条例の制定について(デジタル推進課) 

ア 改正理由 

システム標準化により実装される「住登外者宛名番号管理機能」をデジタ

ル庁が個人番号を独自に利用する事務として整理する見解を示したことに伴

い、この個人番号を独自に利用する事務及び当該事務における他業務との連

携を実施する場合には、条例の定めが必要であることから、三木市個人番号

の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の改正を行う。 

イ 改正内容 

 (ｱ) 別表第 1 に「住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理

に関する事務」に関する項を追加する 

 (ｲ) 別表第 2 に「住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理

に関する事務」に関する項を追加する 

 (ｳ) 別表第 3 に「住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理

に関する事務」に関する項を追加する 

ウ 施行期日 

令和 8年 1月 1日 

 

 (2) 第46号議案 職員の勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について(総務課) 

ア 改正理由 

人事院規則の一部改正に準じて、仕事と育児の両立支援制度の利用に関す

る職員の意向確認のための措置等に係る規定を整備するため。 

イ 改正内容 

 子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するため、次の措置を講じる規定を
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加える。 

(ｱ) 職員が本人又はその配偶者が妊娠し、出産したこと等を申し出た場合、

次の措置を講じる。 

ａ 仕事と育児の出生時の両立支援制度等に関する情報の提供 

ｂ 仕事と育児の出生時の両立支援制度等の利用に係る意思確認のための

措置 

ｃ 当該申出に係る子の心身の状況又は育児に関する当該申出をした職員

の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生する

ことが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善

に資する事項に係る当該職員の意向確認のための措置 

ｄ ｃにより意向を確認した事項への配慮 

(ｲ) 3 歳に満たない子を養育する職員に対して、次の措置を講じる。 

ａ 仕事と育児の育児期の両立支援制度等に関する情報の提供 

ｂ 仕事と育児の育児期の両立支援制度等の利用に係る意思確認のための

措置 

ｃ その子の心身の状況又は育児に関する当該職員の家庭の状況に起因し

て発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立

の支障となる事情の改善に資する事項に係る当該職員の意向確認のため

の措置 

ｄ ｃにより意向を確認した事項への配慮 

ウ 施行期日 

令和 7年 10 月 1日 

 

 (3) 第47号議案 職員の育児休業等に関する条例及び企業職員給与の種類及び

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について(総務

課、水道業務課) 

ア 改正理由 

「地方公務員の育児休業等に関する法律」の改正に伴い、職員の育児休業

等に関する条例等を改正する必要があるため。 

イ 改正内容 

(ｱ) 職員の育児休業等に関する条例 

育児部分休業の取得形態について、現行の「1 日につき 2 時間を超えな

い範囲内の部分休業」を「第 1号部分休業」とし、新たに「第 2号部分休

業」として「1年につき 10日を超えない範囲内で 1日の勤務時間の一部ま

たは全部の時間を取得できる部分休業」を加えるほか、給与の取扱いにつ

いて規定を整理する。 
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(ｲ) 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

育児部分休業等の取得者に係る給与の取扱いについて規定を整理する。 

ウ 施行期日 

令和 7年 10 月 1日 

 

(4) 第48号議案 三木市税条例の一部を改正する条例の制定について(税務課) 

ア 改正理由 

地方税法等の改正に伴い、三木市税条例の一部を改正する必要があるため。 

イ 改正内容 

(ｱ) 個人住民税関係 

ａ 特定親族特別控除の創設 

特定扶養控除に関して、控除対象となる大学生年代の子等の所得要件

を拡大するとともに、一定の所得を超えた場合でも親等が受けられる控

除（特定親族特別控除）を導入する。 

(ｲ) 市たばこ税関係 

ａ 加熱式たばこに係る市町村たばこ税の課税標準の特例 

  現在、重量と価格によって紙巻きたばこの本数に換算している加熱式

たばこに係る課税方式について、重量のみで換算する方式に見直すほか、

一定重量以下のものは 1本をもって紙巻たばこ 1本に換算する仕組みと

する。 

(ｳ) その他  

ａ 公示送達制度の見直し 

  公示事項について、インターネットを利用する方法により不特定多数

の者が閲覧できる状態に置く措置をとる。 

ウ 施行期日 

(ｱ) (2)イ(ｱ)  令和 8年 1月 1日 

(ｲ) (2)イ(ｲ)  令和 8年 4月 1日 

(ｳ) (2)イ(ｳ)  地方税法等の一部を改正する法律（令和 5年法律第 1号）

附則第 1条第 12号に掲げる規定の施行の日 

 

 (5) 第49号議案 三木市学校給食費徴収条例の一部を改正する条例の制定につ

いて(教育施設課) 

ア 改正理由 

給食費については、毎年、学校給食審議会において審議することとしてお

り、現行の給食費の額では、適正な給食を提供することが困難であると判断

したことから、学校給食費の改定について諮問した。 
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学校給食審議会より、「食材費の価格高騰が続く中、三木市学校給食摂取基

準を満たしつつ、食育を推進し、児童生徒にとって魅力的な学校給食にする

ため、給食費を改定することが妥当である」との答申を受けたことから、三

木市学校給食費徴収条例の一部を改正する。 

イ 改正内容 

 三木市学校給食費徴収条例第 4条の規定による学校給食費の額を次のよう

に改正する。 

区 分 改定前(月額) 改定後(月額) 

小学校及び特別支援学校 4,575 円 5,620 円 

中学校 4,790 円 5,920 円 

幼稚園 4,190 円 5,120 円 

ウ 施行期日 

令和 8年 4月 1日 

 

 (6) 第 50 号議案 三木市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について(市民

課) 

ア 改正理由 

電気通信事業法の改正により、条例において引用する同法の号が一部繰り

下げられたことに伴い、条例を改正する必要があるため。 

イ 改正内容 

  電気通信事業法の改正に伴う号ずれの整理を行う。 

ウ 施行期日 

電気通信事業法の一部を改正する法律（令和 7年法律第 46号）の施行の日 

 

 (7) 第51号議案 三木市水道事業の設置等に関する条例及び三木市下水道事業

の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

(水道業務課、下水道課) 

ア 改正理由 

地方自治法の改正により、条例において引用する同法の条項が一部繰り下

げられたことに伴い、条例を改正する必要があるため。 

イ 改正内容 

 地方自治法の改正に伴う条ずれの整理を行う。 

ウ 施行期日 

地方自治法の一部を改正する法律の施行の日 
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２ 補正予算関係 【別添「令和 7年度 9月補正予算(案)の概要」参照】 

(1) 第 52 号議案 令和 7年度三木市一般会計補正予算(第 3号) 

(2) 第 53 号議案 令和 7年度三木市国民健康保険特別会計補正予算(第 1号) 

(3) 第 54 号議案 令和 7年度三木市介護保険特別会計補正予算(第 1号) 

(4) 第 55 号議案 令和 7年度三木市後期高齢者医療事業特別会計補正予算(第

1 号) 

(5) 第 56 号議案 令和 7年度三木市学校給食事業特別会計補正予算(第 2号) 

(6) 第 57 号議案 令和 7年度三木市下水道事業会計補正予算(第 1 号) 

 

３ 決算の認定関係 【別添「令和 6年度決算見込の概要」参照】 

(1) 第 58 号議案 令和 6年度三木市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 (2) 第 59 号議案 令和 6年度三木市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 (3) 第 60 号議案 令和 6年度三木市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 (4) 第 61 号議案 令和 6年度三木市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

 (5) 第 62 号議案 令和 6年度三木市学校給食事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 (6) 第 63 号議案 令和 6年度三木市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認

定について 

 (7) 第 64 号議案 令和 6年度三木市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の

認定について 

 

４ その他 

(1) 第 65 号議案 工事請負契約の締結について（経営管理課） 

   公共施設照明ＬＥＤ化業務に係る契約の締結について、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定により、議会の議決を

求めるもの。 

(2) 第 66 号議案 工事請負契約の締結について（生涯学習課） 

  市立緑が丘町公民館大規模改修工事請負契約の締結について、議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定により、議会の議

決を求めるもの。 

(3) 第 67 号議案 損害賠償の額の決定について（下水道課） 

公共下水道の管理瑕疵による事故に関する損害賠償額の決定について、地方

自治法の規定により、議会の議決を求めるもの。 
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令和７年度９月補正予算（案）の概要 

 

 

吉川地域における施設一体型小中一貫校の整備に向けた基本計画策定業務に係る

債務負担行為を設定するほか、不登校児童生徒に対して多様な教育機会を確保するた

め、フリースクール等の民間施設の授業料などに対する支援や、本年 7 月の豪雨によ

り被災した農地の早期の復旧など、緊急を要する経費について補正予算を編成しまし

た。 

 

１ 予算の規模 

                        （単位：千円） 

会 計 名（補正号数） 補正前の額 補正額 計 

一 般 会 計 (第 3 号) 41,346,720 438,723 41,785,443 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 (第 1 号) 8,063,000 201,369 8,264,369 

介 護 保 険 特 別 会 計 (第 1 号) 8,357,000 86,774 8,443,774 

後期高齢者医療事業特別会計 (第 1 号) 1,819,000 43,213 1,862,213 

学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 (第 2 号) 325,000 18 325,018 

企業会計 

下 水 道 事 業 会 計 (第１号) 4,608,202 54,950 4,663,152 

 収 益 的 支 出 2,435,000 0 2,435,000 

 資 本 的 支 出 2,173,202 54,950 2,228,152 

 

２ 補正予算（案）の主な内容 

【一般会計】 

（1）吉川地域における施設一体型小中一貫校の整備          【債務負担行為】 

［教育振興部 小中一貫教育推進室］ 

吉川地域における施設一体型小中一貫校の整備に向け、本年 7 月に策定した

基本構想に基づき、施設の規模や配置、概算費用を示す基本計画を策定します。 

 

 

 

 

（2）フリースクール等民間施設へ通う児童生徒を支援【県補助】  1,200 千円  

［教育振興部 学校教育課］ 

不登校児童生徒に対して多様な教育機会を確保するため、保護者が負担する

フリースクール等の民間施設の授業料や施設利用料の一部を支援します。 

事 項 期 間 限度額 

吉川地域における施設一体型小中

一貫校整備に係る基本計画策定 

令和 7年度から 

令和 8年度まで 
18,000 千円以内 

令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ６ 日 

議 員 総 会 資 料 

総 務 部 財 政 課 
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（3）住宅用太陽光発電設備等の導入を支援【県補助】          13,455 千円  

［市民生活部 環境政策課］ 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、県の地域脱炭素移行・再エネ

推進交付金（重点対策加速化事業）を活用し、住宅用の太陽光発電設備及び蓄

電池の設置に係る費用の一部を支援することにより、再生可能エネルギーの導

入を促進します。 

 

（4）消防署広野分署の改修工事を実施                        115,600 千円 

［消防本部 総務課］ 

消防署広野分署の仮眠室の個室化や女性署員への対応、多目的トイレの新設

などの改修工事を実施し、市民の安全・安心な生活を守るための体制を整えま

す。 

 

（5）農地等の災害復旧【国庫・県補助】                   26,800 千円 

［産業振興部 農地整備課］ 

本年 7 月の豪雨により被災した農地、農業用施設を早期に復旧します。 

                        

区 分 箇所数 

農林業施設災害復旧事業 
農地 8 

施設 4 

               

（6）前年度決算剰余金を財政基金に積立              149,054 千円 

[総務部 財政課]  

三木市財政基金の設置、管理及び処分に関する条例に基づき、前年度決算剰

余金の一部（1/2 以上）を財政基金に積み立てます。 

令和 6 年度決算剰余金の額 298,106 千円 

 

 

（7）その他の補正                      132,614 千円   

（単位：千円） 

内 容 補正額 所管課名 

中山間地域等直接支払交付金の

増額 
945 産業振興部 農業振興課 

岩宮大村線整備事業費の増額 11,385 都市整備部 道路河川課 
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道路情報便覧表示システムの市

道情報データの整備 
1,200 都市整備部 道路河川課 

スマートインターチェンジ事業

の残土を活用した、ため池の埋

立 

39,000 
都市整備部 プロジェクト推進

課 

消防署旧吉川分署の解体 80,084 消防本部 総務課 

 

（8）【歳入】普通交付税額の決定に伴う補正など         582,009 千円  

[総務部 財政課]  

普通交付税を決定額に合わせて増額補正します。 

また、令和 6 年度の決算剰余金の確定に伴い、繰越金を増額します。 

（単位：千円） 

名 称 当初予算額 補正額 補正後予算額 

普通交付税 5,667,000 283,904 5,950,904 

繰越金 1 298,105 298,106 

 

（9）【歳入】新しい地方経済・生活環境創生交付金             18,850 千円 

 

令和 7 年度当初予算等に計上した下表の事業について、国の「新しい地方経

済・生活環境創生交付金」の交付決定を受けたことから、各事業の財源を組み

替えます。 

 

（単位：千円） 

内 容 補正額 所管課名 

地域資源を活かしたＺ世代が活躍

できるワークプレイスの創出 

・新規就農者就農環境支援事業 

・中小企業若手人材確保支援補助

事業など 10,091 総合政策部 企画政策課 

大阪・関西万博を契機とした金物

インバウンド戦略 

・大阪・関西万博関連事業 

・三木金物ブランド戦略事業など 

道路情報便覧表示システムの市道

情報データの整備（９月補正） 
600 都市整備部 道路河川課 

デマンド型交通の運行エリアの拡

大 
8,159 都市整備部 交通政策課 
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【特別会計及び企業会計】 

（単位：千円） 

会計名 補正額 補正内容 所管課 

国民健康保険特別会計 201,369 

前年度決算剰余金の積立

及び国・県交付金の返還

等 

市民生活部 

保険年金課 

介護保険特別会計 86,774 国・県交付金の返還 

健康福祉部 

 高齢福祉課 

介護保険課 

後期高齢者医療事業 

特別会計 
43,213 

前年度決算剰余金を県後期 

高齢者医療広域連合に納付 

市民生活部 

保険年金課 

学校給食事業特別会計 18 前年度決算剰余金の積立 
教育総務部 

教育施設課 

下水道事業会計 54,950 
大規模下水道管路特別重

点調査等事業など 

上下水道部 

下水道課 
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計
の

市
債

残
⾼

と
基

⾦
残

⾼
の

推
移

５
財

政
健

全
化

指
標

６
特

別
会

計
の

決
算

７
企

業
会

計
の

決
算

(参
考

１
) 

北
播

磨
総

合
医

療
セ

ン
タ

ー
企

業
団

の
決

算

（
参

考
２

）
財

政
健

全
化

の
取

組
（

令
和

６
年

度
実

績
）

（
参

考
３

）
財

政
健

全
化

の
取

組
（

中
間

評
価

）
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１
一

般
会

計
の

決
算

総
括

○
令

和
6
年

度
の

決
算

は
、

物
価

高
騰

の
影

響
を

大
き

く
受

け
た

も
の

と
な

っ
て

お
り

、
子

育
て

世
帯

や
低

所
得

者
等

へ
の

給
付

金
の

支
給

、
高

校
生

等
の

医
療

費
の

無
償

化
な

ど
を

実
施

し
、

収
入

・
支

出
と

も
に

過
去

2
番

目
の

規
模

と
な

っ
た

。

〇
人

事
院

勧
告

に
基

づ
く

給
与

改
定

や
物

価
高

騰
に

よ
り

歳
出

が
大

き
く

増
加

し
財

源
に

不
足

が
生

じ
た

た
め

、
財

源
補

填
の

た
め

の
基

金
1
0
億

円
を

取
り

崩
し

た
。

○
収

入
と

支
出

の
差

引
額

は
9
億

円
で

、
翌

年
度

へ
繰

り
越

す
財

源
を

差
し

引
い

た
実

質
的

な
収

支
は

約
3
.
0
億

円
の

黒
字

と
な

っ
た

。

区
分

令
和
６
年

度
決

算
見
込

額
Ａ

令
和

５
年

度
決

算
額

Ｂ

増
減

額
(
Ａ

－
Ｂ

)

収
入

額
①

3
9
1
億

7
1
5
万
円

3
6
0
億

9
,
2
2
5
万

円
3
0
億

1
,
4
9
0
万

円

（
う

ち
基

金
繰

入
額

）
（

1
4
.
2
億

円
）

（
4
.
4
億

円
）

（
9
.
8
億

円
）

支
出

額
②

3
8
2
億

4
5
2
万
円

3
5
5
億

6
,
9
8
0
万

円
2
6
億

3
,
4
7
2
万

円

収
支

差
引

額
(
①

－
②

)
③

9
億

2
6
3
万

円
5
億

2
,
2
4
5
万
円

3
億

8
,
0
1
8
万
円

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

財
源

④
6
億

4
5
2
万

円
8
,
1
41
万

円
5
億

2
,
3
1
1
万

円

実
質

収
支

額
(
③

－
④

)
⑤

2
億

9
,
8
1
0
万
円

4
億

4
,
1
0
4
万
円

△
1
億

4
,
2
9
4
万

円

-
3
-
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○
市
税
は
、
固
定
資
産
税
が
増
加
し
た
も
の
の
、
定
額
減
税
の

実
施
等

に
よ
り
前
年
度
か
ら

1
.8
億
円
減
少

○
寄
付
金
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
付
金
が
企
業
版
ふ
る
さ
と
納

税
の
増

加
に
よ
り
前
年
度
か

ら
8
.
9
億
円
増
加

○
繰
入
金
は
、
収
支
不
足
を
補
う
た
め
の
財
政
基
金
の
取
り
崩

し
な
ど

を
行
い
、
前
年
度
か

ら
9
.
8
億
円
増
加

２
一

般
会

計
の

決
算

内
訳

決 算 の 特 徴

○
扶
助
費
は
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
か

ら
3
.
4
億
円
増
加

○
物
件
費
は
、
物
価
高
騰
の
影
響
や
住
民
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
事
業
な

ど
に
よ
り
、
前
年

度
か
ら
3
.
6億

円
増
加

○
普
通
建
設
事
業
費
は
、
山
田
錦
の
郷
整
備
事
業
や
学
校
施
設
の
改
修
等

に
係
る
事
業
費
の

増
加
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら
8.
1
億
円
増
加

○
人
件
費
は
、
人
事
院
勧
告
な
ど
に
よ
り
前
年
度
か
ら
5
.9
億
円
増
加

歳
出
（
３
８
２
億
円
）

歳
入
（
３
９
１
億
円
）

市
税

1
1
3
億

円
(市

民
税

・
固

定
資

産
税

な
ど
)

地
方

交
付

税
・

地
方

消
費

税
交

付
金

な
ど

9
8
億

円

国
・
県

か
ら
の

補
助

金
9
0
億

円

市
債

（
借

入
金

）

2
8
億

円

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

5
億

円

基
金

の
取

り
崩

し
1
4
億

円
そ
の

他
4
3
億

円
(ふ

る
さ
と
納

税
・
公

共
施

設
の
使

用
料

な
ど
)

扶
助
費
87
億
円

(保
育

・
児

童
手

当
・

生
活

保
護

・
障

害
福

祉
な
ど
)

物
件

費
5
5
億

円
(委

託
料

・
消

耗
品

・
光

熱
水

費
な
ど
)

公
債

費
4
6
億

円
(借

入
金

の
返

済
)

人
件

費
6
6
億

円
（
職

員
給

与
、

議
員

報
酬

な
ど
）

補
助

費
等

5
5
億

円
(各

種
団

体
へ

の
助

成
金

な
ど
)

投
資

的
経

費
3
1
億

円
(道

路
や

学
校

な
ど
の
整

備
)

繰
出

金
2
2
億

円
(医

療
保

険
や

介
護

保
険

な
ど
の
運

営
費

)

そ
の

他
2
0
億

円
（
貸

付
金

、
積

立
金

な
ど
）

-
4
-
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３
一

般
会

計
の

主
な

取
組

○
急

激
な

物
価

高
騰

へ
の

対
応

・
省

エ
ネ

家
電

へ
の

買
い

替
え

を
促

進
（

1
,
2
2
4
万

円
）

・
小

・
中

・
特

別
支

援
学

校
の

学
校

給
食

費
の

食
材

価
格

高
騰

分
を

支
援

（
3
,
6
2
1
万

円
）

・
プ

レ
ミ

ア
ム

付
き

商
品

券
事

業
を

支
援

（
6
,
2
1
7
万

円
）

・
住

民
税

非
課

税
、

均
等

割
の

み
課

税
世

帯
に

給
付

金
を

支
給

（
4
億

3
,
0
1
8
万

円
）

・
定

額
減

税
補

足
給

付
金

を
支

給
（

6
億

1
,
0
9
7
万

円
）

・
高

校
生

等
の

通
院

医
療

費
を

無
償

化
（

3
,
9
7
2
万

円
）

・
民

間
保

育
施

設
等

に
対

し
、

光
熱

費
な

ど
の

価
格

上
昇

分
を

支
援

（
4
2
6
万

円
）

-
5
-
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３
一

般
会

計
の

主
な

取
組

○
教

育
の

ま
ち

の
推

進
、

三
木

ブ
ラ

ン
ド

の
魅

力
向

上
、

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
に

関
す

る
取

組

・
市

制
施

行
7
0
周

年
記

念
事

業
を

実
施

（
3
,
3
1
8
万

円
）

・
次

期
G
I
G
A
端

末
を

i
P
a
d
へ

更
新

（
R
6
～

7
債

務
負

担
）

・
全

て
の

公
民

館
に

W
i
-
F
i
環

境
を

整
備

（
8
2
0
万

円
）

・
団

地
再

生
事

業
～

青
山

7
丁

目
団

地
再

耕
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

推
進

～
（

1
億

5
,
0
0
0
万

円
）

※
R
7
も

継
続

・
道

の
駅

よ
か

わ
の

整
備

を
実

施
（

3
億

2
,
5
7
3
万

円
）

※
R
7
も

継
続

・
ト

カ
イ

ナ
カ

三
木

で
の

新
生

活
と

移
住

を
応

援
（

1
,
6
9
5
万

円
）

・
み

っ
き

ぃ
☆

シ
ニ

ア
健

康
サ

ポ
ー

ト
事

業
を

拡
充

（
1
,
2
8
5
万

円
）

・
こ

ど
も

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

を
設

置
（

3
7
1
万

円
）

・
町

ぐ
る

み
健

診
申

込
管

理
シ

ス
テ

ム
を

導
入

（
1
8
2
万

円
）

・
消

防
署

吉
川

分
署

を
移

転
、

建
替

え
（

1
億

9
7
6
万

円
）

※
R
7
も

継
続

・
防

犯
カ

メ
ラ

の
設

置
を

推
進

（
6
7
8
万

円
）

・
行

政
地

図
情

報
を

デ
ジ

タ
ル

化
（

4
,
9
6
6
万

円
）

-
6
-
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４
一

般
会

計
の

市
債

残
⾼

と
基

⾦
残

⾼
の

推
移

○
市
債

の
残

高
は

、
国
・

県
補

助
金

の
活
用

な
ど

で
新

た
な
市

債
の

発
行

を
抑

制
し
た

こ
と

で
、
市

債
の

発
行
額
が

過
去

に
発

行
し
た

市
債

の
償

還
額
を

下
回

り
、

1
7
億

円
減
少

し
て

3
2
0
億

円
と

な
っ

た
。

○
基
金

の
残

高
は

、
前
年

度
決

算
剰

余
金
の

一
部

や
ふ

る
さ
と

納
税

寄
附

金
な

ど
1
2
.
8
億
円

を
積
み

立
て

る
一
方
、

各
種

事
業

へ
の
活

用
や

収
支

不
足
を

補
う

た
め

、
財

政
基
金

や
、

減
債
基

金
、

こ
こ

ろ
の
ふ

る
さ

と
三
木

応
援

基
金

な
ど
を

合
わ

せ
て

1
4
.
2
億

円
取

り
崩

し
、

前
年
度

と
比

較
し
て

1
.
4
億
円

減
少
の

6
6
.
5
億

円
と

な
っ

た
。

市
債
残
高
（
単
位
：
億
円
）

基
金
残
高
（
単
位
：
億
円
）

11
2

11
7

11
0

10
3

98

38
1

37
7

35
7

33
7

32
0

0

10
0

20
0

30
0

40
0

R2
年
度

R3
年
度

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

国 か ら 補 て ん
実
質
的
な

市
の
負
担

約
17
億
円

減
少

42
.0

46
.5

51
.3

54
.3

48
.1

53
.6

60
.5

64
.6

67
.9

66
.5

010203040506070

R2
年
度

R3
年
度

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

財 政 基 金 ・ 減 債 基 金

約
6.
2億

円
減
少

-
7
-
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５
財

政
健

全
化

指
標

○
実
質
赤

字
比
率
・
連

結
実
質
赤
字
比

率
は
、
黒
字

決
算
の
た
め

該
当
な
し

○
実
質
公

債
費
比
率
は
7
.
1％

で
、
前
年
度
か

ら
0.
7
ポ
イ
ン
ト
悪

化

○
将
来
負

担
比
率
は
1
5.
6
％
で
、
前
年

度
か
ら
1
.
5
ポ
イ
ン

ト
改
善

○
経
常
収

支
比
率
は
9
6.
5
％
で
、
前
年

度
か
ら
3
.
0
ポ
イ
ン

ト
悪
化

区
分

三
木

市
国

の
定
め

る
基

準
値

令
和
６
年

度
(
A
)

令
和
５
年

度
(
B
)

差
引

(
A
-
B)

早
期
健
全

化
基

準
財

政
再
生

基
準

実
質

赤
字

比
率

－
－

－
1
2
.
5
0

2
0.
00

連
結

実
質

赤
字

比
率

－
－

－
1
7
.
5
0

3
0.
00

実
質

公
債

費
比

率
（

３
か

年
平

均
）

7
.
1

6
.
4

＋
0
.
7

2
5.
0 

3
5
.
0

将
来

負
担

比
率

1
5
.
6 

1
7.
1
 

△
1
.
5

3
5
0
.
0

経
常

収
支

比
率

9
6
.
5 

9
3.
5
 

＋
3
.0

(
単

位
：

％
)

「
－

」
は

、
黒

字
決

算
の

た
め

該
当

な
し

-
8
-
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６
特

別
会

計
の

決
算

○
特
別

会
計

は
、

全
会
計

が
黒

字
決

算

○
国
民

健
康

保
険

特
別
会

計
は

、
「

三
木
市

国
民

健
康

保
険
財

政
健

全
化

計
画

」
に
基

づ
く

取
組
を

行
っ

た
結

果
、
2
億

円
の
黒

字

○
介
護

保
険

特
別

会
計
は

、
介

護
報

酬
の
増

額
改

定
及

び
要
介

護
認

定
者

数
の

増
加
に

伴
い

、
介
護

給
付

費
が

前
年
度

よ
り
3
.
3
億

円
増

加
し

た
た

め
、
基

金
を

0
.
4
億

円
取

り
崩

し
た

結
果
、

0
.
2
億
円

の
黒
字

区
分

令
和
６
年
度
決
算

（
参
考
）

令
和
５
年
度

実
質
収
支
額

収
入

額

(
A)

支
出

額

(
B
)

収
支
差
引
額

(
C
＝
A－

B)

翌
年
度
へ

繰
り
越
す
財
源

(
D
)

実
質
収
支
額

(
E＝

C
－
D
)

国
民

健
康

保
険

8
7
億

9
,
6
0
6
万
円

8
5
億
9
,
4
6
9
万
円

2
億

1
3
7万

円
0

2億
1
3
7
万
円

2
億

9
6
3
万
円

介
護

保
険

7
9
億

3
,
5
8
2
万
円

7
9
億
1
,
4
0
5
万
円

2
,
1
7
7万

円
0

2
,1
7
7
万
円

2
,3
9
7
万
円

後
期

高
齢

者
医

療
事

業
1
7
億

6
,
5
5
0
万
円

1
7
億
2,
2
2
9
万
円

4
,
3
2
1万

円
0

4
,3
2
1
万
円

3
,3
9
8
万
円

学
校

給
食

事
業

2
億
9
,
8
7
3
万
円

2
億
9
,
87
1
万
円

2
万
円

0
2
万
円

1
万
円

-
9
-
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７
企

業
会

計
の

決
算

○
水
道

事
業

会
計

は
、
動

力
費

な
ど

が
増
加

し
た

も
の

の
事
業

所
等

へ
の

給
水
量

の
増

加
に

よ
る
水

道
料

金
収

入
の
増

加
に

よ
り

、
当
年

度
純

損
益

は
1
.
5
億

円
の
黒

字

○
下
水

道
事

業
会

計
は
、

事
業

用
の

汚
水
処

理
量

増
加

に
よ
り

下
水

道
使

用
料
収

入
の

増
加

と
な
っ

た
が

、
委

託
料
な

ど
の

増
加

に
よ
り

、
当

年
度

純
損
益

は
前

年
度

よ
り
0
.
1
億

円
少

な
い
0
.
8
億

円
の

黒
字

区
分

令
和

６
年

度
（

参
考

）
令

和
５

年
度

収
支

額
収

入
額

(
A
)

支
出

額
(
B
)

収
支

額
(
C
=
A
-
B
)

水
道

事
業

収
益

的
収

支
1
7
億

2
,
5
8
8
万

円
1
5
億

7
,
5
9
8
万

円
1
億

4
,
9
9
0
万

円
1
億

6
,
1
4
6
万

円

資
本

的
収

支
2
億

9
,
4
6
8
万

円
6
億

3
,
0
4
3
万

円
△

3
億

3
,
5
7
5
万

円
△

3
億

8
,
7
6
1
万

円

下
水

道
事

業

収
益

的
収

支
2
3
億

7
,
3
1
0
万

円
2
2
億

9
,
1
1
1
万

円
8
,
1
9
9
万

円
9
,
4
4
3
万

円

資
本

的
収

支
1
5
億

6
,
0
4
1
万

円
2
1
億

7
6
7
万

円
△

5
億

4
,
7
2
6
万

円
△

9
億

9
,
7
3
8
万

円

(
金

額
は

税
抜

き
)

-
1
0
-
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（
参

考
１

）
北

播
磨

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

企
業

団
の

決
算

○
燃
料

費
等

の
物

価
や
人

件
費

等
の
上

昇
に

伴
う

経
費

の
増
加

に
よ

り
、

経
常
損

益
は
8
.
9
億

円
、

純
損
益

は
9
.
0
億

円
の

赤
字

と
な
っ

た
。

○
令
和

5
年

3
月
か

ら
看
護

師
不

足
に
伴

い
2
病

棟
を
閉

鎖
し
て

い
た

。
看

護
師
確

保
対

策
に

よ
り
令

和
6
年

3
月

か
ら
1
病

棟
を

再
開

し
た

が
、

経
常

損
益
は

6
期

連
続

の
赤
字

と
な

っ
た

。

区
分

令
和

６
年

度
(
A
)

令
和

５
年

度
(
B
)

増
減

(
A
-
B
)

病
院

事
業

収
益

1
9
1
.
3
億

円
1
8
5
.
9
億

円
5
.
4
億

円

う
ち

入
院

収
益

1
1
4
.
4
億

円
1
0
8
.
3
億

円
6
.
1
億

円

う
ち

外
来

収
益

5
3
.
5
億

円
5
2
.
3
億

円
1
.
2
億

円

病
院

事
業

費
用

2
0
0
.
3
億

円
1
9
1
.
6
億

円
8
.
7
億

円

う
ち

給
与

費
8
9
.
8
億

円
8
3
.
5
億

円
6
.
3
億

円

う
ち

材
料

費
6
0
.
2
億

円
5
7
.
9
億

円
2
.
3
億

円

経
常

損
益

△
8
.
9
億

円
△

4
.
7
億

円
△

4
.
2
億

円

純
損

益
△

9
.
0
億

円
△

5
.
7
億

円
△

3
.
3
億

円

(金
額
は
税
抜
き
)

項
目

令
和

６
年

度
(
A
)

令
和

５
年

度
(
B
)

増
減

(
A
-
B
)

入
院

患
者

数
(
1
日

当
た

り
)

3
1
7
.
2
人

2
9
7
.
4
人

1
9
.
8
人

平
均

単
価

9
9
,
3
5
3
円

9
9
,
4
3
5
円

△
8
2
円

外
来

患
者

数
(
1
日

当
た

り
)

1
,
0
3
0
.
2
人

1
,
0
2
0
.
9
人

9
.
3
人

平
均

単
価

2
1
,
3
0
8
円

2
1
,
0
9
9
円

2
0
9
円

-
1
1
-
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○
令
和

6
年
度

は
収

入
の
確

保
及

び
支

出
の
見

直
し

を
合

わ
せ
て

「
4
9
」
の

取
組

を
実
施

。

（
詳
細

は
、

本
概

要
の
附

属
書

類
「

令
和
6
年

度
三
木

市
財
政

健
全

化
計

画
取

組
実
績

報
告

書
」
を

参
照

）

令
和

6
年

度
の

取
組

効
果

額

実
績

(
A
)

計
画

(
B
)

差
引

(
A
-
B
)

収
入

の
確

保
2
億

7
,
0
0
9
万
円

2
億

5
,
3
4
0
万
円

1
,
6
6
9
万

円

支
出

の
削

減
3
億

2
,
2
0
2
万
円

3
億

7
,
8
6
8
万
円

△
5
,
6
6
6
万
円

計
5
億

9
,
2
1
1
万

円
6
億

3
,
2
0
8
万
円

△
3
,
9
9
7
万

円

（
参

考
２

）
財

政
健

全
化

の
取

組
（

令
和

６
年

度
実

績
）

主
な

取
組

内
容

取
組

効
果

額

収
入

の
確

保

公
共

施
設

の
再

配
置

(
統

廃
合

)
に

よ
る

跡
地

等
の

売
却

1
億

3
,
4
55
万
円

市
税

の
徴

収
率

の
向

上
6
,
5
7
9
万
円

支
出

の
削

減

一
般

会
計

か
ら

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

へ
の

赤
字

補
塡

の
た

め
の

繰
出

金
の

廃
止

1
億

9
,
4
49
万
円

市
民

福
祉

年
金

の
廃

止
5
,
6
4
5
万
円

「
取

組
効

果
額

」
は

、
財

政
健

全
化

の
取

組
前

（
令

和
3
年

度
決

算
）

と
の

比
較

に
よ

る
。

○
「
三

木
市

財
政

健
全
化

計
画

」
(
計

画
対

象
期

間
：

令
和
4
年

度
～
令

和
8
年

度
)
に

基
づ

き
、
令

和
6
年
度

の
取
組

実
績

効
果

額
は

総
額
で

5
億
9
,
2
1
1
万

円
、

計
画

と
比

較
し
て

3
,
9
9
7
万

円
下
回

っ
た

。

-
1
2
-
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（
参

考
３

）
財

政
健

全
化

の
取

組
（

中
間

評
価

）
○

令
和

4
年
度

～
令

和
6
年

度
の

３
か

年
の
取

組
実

績
効

果
額
の

累
計

は
1
4
億

8
,
9
6
6
万

円
と

な
り
、

計
画

と
比

較
し

て
6
,
0
48
万
円

上
回
っ

た
。

財
政

健
全
化

計
画

の
３

か
年
の

実
績

と
し

て
は
、

概
ね

計
画

通
り
。

○
財
政

健
全

化
方

針
で
定

め
た

「
令

和
８
年

度
ま

で
に

収
支
の

赤
字

補
塡

の
た

め
の
財

政
基

金
の
取

崩
し

ゼ
ロ
」

と
い

う
目

標
は

令
和
６

年
度

に
お

い
て
は

未
達

成
。

令
和
６

年
度

の
よ

う
に
、

税
収

等
の

歳
入

の
増

加
額

が
、

急
激

な
物

価
高
騰

や
人

件
費

の
上
昇

等
に

よ
る

歳
出
の

増
加

額
を

吸
収
し

き
れ

な
い

状
況

が
続

け
ば

、
数

年
の

う
ち

に
は
同

基
金

が
枯

渇
す
る

こ
と

か
ら

、
次
期

財
政

健
全

化
計
画

を
今

後
策

定
す

る
。

・
令

和
４

年
度

及
び

令
和
５

年
度

に
お

い
て

は
、

本
取

組
効

果
に

合
わ

せ
て

、
新

型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル

ス
感
染
症

対
応

地
方

創
生

臨
時
交

付
金

及
び

物
価

高
騰

対
応
重

点
支

援
地

方
創
生

臨
時

交
付

金
等

の
活

用
や

地
方

交
付

税
の

増
額

に
よ

る
歳

入
の
増

額
が

歳
出
の
増

額
を

上
回

っ
て

い
た
。

・
令

和
６

年
度

に
は

、
人
件

費
や

物
価

の
急

騰
等

に
よ

る
歳

出
の

増
額

が
歳

入
の

増
額

を
超
過

す
る

傾
向
を
見

せ
始

め
た

。
・

今
後
は

、
次

期
ご

み
処
理

施
設

や
中

央
公

民
館

等
複

合
施

設
、

施
設

一
体

型
小

中
一

貫
校
等

の
大

型
事
業
の

整
備

が
本

格
化

す
る
こ

と
に

よ
り

、
歳

出
が

歳
入
を

大
き

く
上

回
り
、

基
金

の
減

少
が

急
速

に
進

む
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
。

各
年

度
の

取
組
効

果
額

令
和

4
年

度
～

令
和

6
年

度
の
累

計
令
和

4
年

度
令

和
5
年

度
令
和

6
年

度

収
入

の
確

保

実
績

(
A
)

2億
5,
6
5
7万

円
1
億
1
,
7
5
5
万
円

2億
7,
0
0
9万

円
6
億
4
,
4
2
2
万
円

計
画

(
B
)

1億
4,
2
0
0万

円
3
億

3
4
0
万
円

2億
5,
3
4
0万

円
6
億
9
,
8
8
0
万
円

差
引

(
A
-
B
)

1億
1,
4
5
7万

円
△
1
億
8,
5
85
万
円

1
,6
6
9万

円
△

5
,
4
5
8
万
円

支
出

の
削

減

実
績

(
A
)

2億
3,
2
6
3万

円
2
億
9
,
0
8
0
万
円

3億
2,
2
0
2万

円
8
億
4
,
5
4
4
万
円

計
画

(
B
)

4
,9
4
3万

円
3
億

2
2
8
万
円

3億
7,
8
6
8万

円
7
億
3
,
0
3
8
万
円

差
引

(
A
-
B
)

1億
8,
3
2
0万

円
△

1
,
1
48
万
円

△
5
,
6
6
6
万
円

1
億
1
,
5
0
6
万
円

計

実
績

(
A
)

4億
8,
9
2
0万

円
4
億

8
3
5
万
円

5億
9,
2
1
1万

円
1
4
億
8
,
9
6
6
万
円

計
画

(
B
)

1億
9,
1
4
3万

円
6
億

5
6
8
万
円

6億
3,
2
0
8万

円
1
4
億
2
,
9
1
8
万
円

差
引

(
A
-
B
)

2億
9,
7
7
7万

円
△
1
億
9,
7
33
万
円

△
3
,9
9
7万

円
6
,
0
4
8
万
円

-
1
3
-
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